
今後の学級編制及び教職員

定数の改善に関する意見

全国公立小中学校事務職員研究会

平成２２年３月２日
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様変わりした学校・家庭・地域

POINTPOINT 様々な課題等に対応するためにはより多くのマンパワーが必要
学校の役割は増加する一方、教職員は増えない

第１期
（通常期）

第２期
（夏季休業
期）

第３期
（通常期）

第４期
（通常期）

第５期
（通常期）

教頭・副校長 11時間56分 9時間13分 11時間31分 11時間42分 11時間34分

教諭 10時間58分 8時間17分 10時間39分 10時間48分 10時間47分

今後の教員給与の在り方について（答申）平成１９年３月２９日中央教育審議会
参考資料 教員勤務実態調査（概要）より
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豊かな学習環境を創造する
事務職員の定数改善を

【現状の配置基準】
4学級以上に１名＋３学級

の学校数の４分の３

【学校教育法第２８条】
特別の事情があるときは、

教頭又は事務職員を置かな
いことができる。

【現状の複数配置基準】
小学校２７学級以上
中学校２１学級以上
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あるべき教職員の姿

効果的な学校運営の推進 学校教育力の向上
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変わる学校事務

学校事務が変われば、学校が良くなる
事務職員が増え事務が組織化されると、

教員が教育活動に専念できる

平成20年度全事研学校事務職員新規加配校

における副校長・教頭意識調査

負担を解消するために（教員の意識）

●事務職員などを増やして役割を分担す
るとともに、事務的な事務の合理化を図る
ことが必要と考えている傾向がみられる。

平成18年度文部科学省委嘱調査

「教員意識調査」「保護者意識調査」報告書より
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変わる学校事務

平成20年度全事研学校事務職員新規加配校調査（回答62校） 単位％

学校事務が変われば、学校が良くなる
事務職員が増え事務が組織化されると、

教員が教育活動に専念できる



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   

子どもの就学保障 

質の高い教育の実現 

地域と学校を結ぶ

子どもの豊かな育ちの支援 

 

 

 

学校のすべての会計処理

就学援助 務

施設管理 価事務

児童生徒データ管理

学校支援地域本部

 

  学籍事  

  学校評  

 地域連携 

 

A 校事務職員 

D 校事務職員 

C 校事務職員 

A 校事務職員 

B 校事務職員 A 地区共同実施組織 

学校支援･負担軽減に効果的な支援策

（

              

○事務職員（常勤）の定数増           ８３．３％  

○事務職員が教員の業務を支援する体制の整備   ７０．０％  

全国都道府県教育長協議会 2008 年度研究報告） 

学校運営にかかる

事務的な業務

（約

 

 

2 時間、20％） 

平成 年度文部科学省教員勤務実態調査18

先先生生がが子子どどももとと向向きき合合ええるるよようう  

事事務務のの共共同同実実施施をを進進めめよようう  
－－事事務務のの共共同同実実施施推推進進ののたためめのの定定数数改改善善をを！！－－  

先先生生がが専専門門外外のの仕仕事事にに忙忙殺殺さされれてていいまますす！！  

外部対応（ 分、2％）12

１日の勤務時間

１０時間２２分

 

 授業、生

部活動指導等

（約

徒指導、 

 

8 時間、78％） 

学学校校支支援援･･事事務務負負担担軽軽減減ののたためめにに事事務務職職員員がが必必要要ととさされれてていいまますす！！  

現現状状ととししてて日日本本のの小小中中学学校校はは事事務務職職員員等等がが少少なないい！！  

教員以外のスタッフが､イギリスやアメリカでは４３％なのに､日本では２０％しかいません。 

事務の共同実施を推進し、組織的に先生の事務負担を軽減します。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務職員が増えて学校は？ 

子どもの豊かな育ちを支援する学校事務 国公立小中学校事務職員研究会   全  

  

○経理 ８．１％

○施設設備管理 ０．０％

○就学援助事務 ０．３％

○調査統計 ８．７％

        ５  

    ５  

    ４  

      ３  

 

○教材研究      １２．９％ 

○児童生徒対応     ８．１％ 

減りました 

増えました 

教頭（副校長）の意識調査 事務職員が一人の

学校がほとんど・・・

 

 

教員が子どもと向き

合う時間が増える！

学校事務の効率化が進む ８０．６％ 

学校事務の質が向上する ５８．１％ 

事事事務務務職職職員員員ががが増増増えええたたた学学学校校校ののの教教教頭頭頭先先先生生生ににに聞聞聞きききままましししたたた   

事務職員が増え 

教員の事務負担が軽減する ５１．６％  

事務職員が増え、共同実施の体制が整えるこ

とができ、経理関係や施設管理・情報管理の業

務が減少して､学校評価、児童生徒指導や学習指

導の業務に対応できるようになりました。 

頭       C 県 D 市中学校 教  

平成 年度 全事研 学校事務 員新規加配校調査 該当校 校 回答校 校20    90  62職

事務の組織化が進むと 



№ 都道府県 通　　　　知　　　　名 年月日

1 岩手県 市町村立小中学校事務職員の職務について H13.3.19

2 栃木県 市町村立小中学校事務職員の標準的職務表について H13.1.19

3 群馬県 学校事務職員の職務内容標準化と位置づけに関する試案の配布について S49.11.27

4 埼玉県 市町村立小・中学校等事務職員の標準的職務内容について H15.3.26

5 千葉県 市町村立学校における事務職員の職務内容の位置付けについて H15.3.25

6 東京都 学校事務職員の標準的職務について H22.1.29

7 新潟県 市町村立小・中・養護学校事務職員の分掌事務について H14.3.29

8 福井県 福井県公立小・中学校事務職員の標準的職務表について H16.10.1

9 山梨県 公立の小学校・中学校の事務職員の標準的事務分掌について S45.1.14

10 長野県 公立小中学校事務職員の標準的職務内容について H16.3.31

11 岐阜県 市町村立小中学校事務職員の標準的職務内容について H21.10.6

12 静岡県 市町村立小中学校事務職員の標準的職務について H19.2.14

13 愛知県 市町村立学校事務職員等の任命について H12.3.17

14 三重県 公立小中学校事務職員の標準的職務について H11.4.22

15 大阪府 市町村立小中学校事務職員の職務内容について H12.6.6

16 兵庫県 市町組合立学校事務職員の標準的な職務について H13.1.16

17 奈良県 市町村立小中学校事務職員の標準的職務内容について H13.5.16

18 鳥取県 市町村立学校事務職員の標準的職務内容について H14.3.1

19 島根県 市町村立小学校及び中学校に勤務する事務職員の標準的職務について H10.3.23

20 山口県 市町村立小中学校事務職員の標準的職務内容（例）について H18.9.29

21 徳島県 公立小・中学校事務職員の標準的職務について H8.3.14

22 香川県 公立小・中学校事務職員の職務について H11.3.18

23 愛媛県 公立小学校・中学校の事務職員の標準的事務分掌について S56.1.6

24 高知県 公立の小学校・中学校の事務職員の標準的事務分掌について S49.3.5

25 福岡県 市町村立小中学校事務職員の標準的職務表について H19.3.9

26 佐賀県 市町村立小・中学校事務職員の標準的職務について H12.4.1

27 長崎県 市町立小中学校事務職員の標準的職務について H21.3.23

28 大分県 市町村立小・中学校事務職員の標準的職務について H17.3.3

29 宮崎県 宮崎県市町村立小中学校事務処理規程 H8.4.1

30 鹿児島県 市町村立小中学校事務職員の標準的職務について H18.3.13

都道府県標準的職務一覧





別紙市町立小中学校事務職員の標準的職務一覧表

(注）１学校事務とは、児童生徒の直接的指導を除いた仕事をいう。

２区分柵の学校経営は、事務職員の役割を示し、区分欄の学校経営以外は、主とし
て事務職員が総括する範囲を示したものである。

(注）「※地域の事務職員への指導助言等」は、事務主幹及び事務主査が配置されている学校の
校長が、事務主幹及び事務主査に地域のリーダーとしての役割を遂行させる事務である。

区分 職務内容 職務内容関係事務

学校

経営

企画運営への参画に関すること

諸規定の制定に関すること

学校事務全般に関すること

○企画運営委員会への参画

○校務分掌組織検討への参画

○業務運行の策定並びに指導、助言
○文書規定関係事務

○経理に関する規定関係事務

○校内諾規定に係る指導、助言

○学校事務全般に係る指導、助言

区分 職務内容 職務内容関係事務

庶務

文書に関すること

調査統計に関すること

就学援助に関すること

渉外に関すること

庶務に関すること

○文書関係事務

○学校傭付表簿等管理・保存事務

○学校基本調査関係事務

○その他調査統計関係事務

○就学援助関係事務

○就学奨励関係事務

○官公庁等との渉外関係事務

○職員等の証明関係事務

○庶務関係事務

人事

人事事務に関すること

服務事務に関すること

○採用、退職、転出入関係事務
○その他人事関係事務

○出勤簿関係事務

○その他服務関係事務

給与

給与に関すること

旅費に関すること

○給与関係事務

○年末調整、県市町村民税関係事務

○予算管理事務

○その他旅費関係事務

福利
厚生 福利厚生に関すること ○○○○

公立学校共済組合、教職員互助組合関係事務
公務災害関係事務

労働安全衛生関係事務

その他福利厚生関係事務

管財

施設ｐ設備に関すること

物品に関すること

○施設ｄ設備の維持f管理関係事務
○その他施設・設備関係事務

○物品の維持ｕ管理関係事務
○その他物品関係事務

経理

c市町費に関すること－

学校徴収金に関すること

○予算編成、執行、決算関係事務.

○計画、執行、決算関係事務

監査
検査 監査・検査に関すること ○監査・検査関係事務

その他 所属長の指示する職務 ※地域の事務職員への指導助言等
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